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平成30年度決算報告 　　経営企画課　℡22-3736問

　平成30年度は、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び第４次長期総合計画後期基本計画の中間年であり、未来に向
け立案してきた計画を具現化するため、持続可能な財政運営を維持しながら、まちの魅力と活力を生み出す投資に重点
を置きました。
　一般会計を中心とした普通会計の数値で報告しますと、普通交付税の減少などにより地方交付税が前年度比１億
1,236万円減、普通建設事業費の減などで国庫支出金が同比11億727万円減、市債が同比９億7,935万円減など、歳入
全体で20億9,106万円の減少となりました。
　一方で、新市民会館建設事業や高所放水車整備事業などの完了により普通建設事業費が前年度比21億6,759万円減、
病院事業会計貸付金の皆減などにより投資及び出資金・貸付金が同比２億7,475万円減、公債費が同比１億4,858万円
減など、歳出全体で22億9,994万円の減少となり、翌年度に繰り越すべき財源３億8,523万円を差し引いた実質収支は
５億8,682万円の黒字となりました。
（注）普通会計：地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なるため、各団体間の財政比較や統一的な把握ができるよう
　　　　　　　　地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分。

（注）赤字や資金不足がない場合「―」と表示。
　 　（　）内は平成29年度数値との増減。
＊早期健全化基準や経営健全化基準を超えると、健全
　化計画の策定が義務づけられ、財政再生基準を超え
　ると、財政再生団体として国の関与を受けて財政の
　再建に取り組むことになります。

決算額を家計に置き換えると・・・
（市民１人あたりの決算額) 27,988人(H31.3月末現在）

平成30年度決算額 平成30年度
１人あたり

９９．０億円 ３５．４万円

２６．８億円 ９．６万円

借金と貯金
市 債 （ 借 金 ） 残 高

財 政 調 整 基 金（ 貯 金 ）残 高
（　　前　　年　　度　　）

（　　前　　年　　度　　）

家計では 平成30年度
1人あたり（円）

給料・ボーナス等

財産売却や賃貸収入
前 年 か ら の 繰 越
貯 金 の 取 り 崩 し

親 か ら の 援 助 等

借 　 　 　 　 　 金
収　入　の　合　計　

188,940

1,193
15,584
26,170

228,185

19,377
479,449

歳 入

自　主
財　源

依　存
財　源

歳　　　入　　　の　　　合　　　計

家計では 平成30年度
1人あたり（円）

食　　　費　　　等

医療費・教育費等
借　金　の　返　済
光熱水費や電話代、
衣料・日用品代等
自 宅 の 補 修 費 等
自 治 会 ほ か
各 種 会 費 等
自宅の増改築費、
家 具 購 入 費 等 21,574

子どもへの仕送り等
貯　　　　　　　金
株 式 投 資 や 事 業
への出資・貸付等
支　出　の　合　計

76,884
78,051
44,051

68,960

3,575

69,145

48,957
27,130

6,392

444,719

（１０５．２億円）　　（３６．８万円）

（２８．５億円） （１０．０万円）

（前　　　年　　　度）

（前　　　年　　　度）

（542,607）

（515,908）

投 資 及 び 出 資 、 貸 付 金

物　　　　　　件　　　　　　費

維　　　持　　　補　　　修　　　費

歳　　　出　　　の　　　合　　　計

補　　　助　　　費　　　等

投　　　資　　　的　　　経　　　費

繰　　　　　　出　　　　　　金
積　　　　　　立　　　　　　金

義務的
経　費

人　　　　件　　　　費

扶　　　　助　　　　費
公　　　　債　　　　費

歳 出

市税、分担金及び負担金、使用
料、手数料、寄付金、諸収入
財　　　産　　　収　　　入
繰　　　　越　　　　金
繰　　　　入　　　　金
地方交付税、国・県支出金、
地方譲与税、各種交付金
市　　　　　　　　債

平成30年度各会計の決算

歳　入 歳　出 差　引
（単位：万円）

収 益的

資 本的

収 益的

資 本的

介 護 保 険

特
別
会
計

合　　　　　　計

漁 業 集 落 排 水 事 業

会　計　区　分

一　　　般　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険

初 島 財 産 区

企
業
会
計

上水道事業

病 院 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

健全化判断比率等の公表
　（単位：％）

区　　　　　分

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

（一般会計の
赤字割合）

（すべての会計
を合算した
赤字割合）

（一般会計に
おける借金の
実質負担割合）

（一般会計において
将来負担すべき
借金等の割合）

　健全化判断比率

＊早期健全化基準

＊財政再生基準

－ － 10.3（△0.7） －

13.97 18.97 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

【公営企業】

区　　　　　分 上水道事業 病院事業 漁業集落
排水事業

　資金不足比率 － 1.1（△1.6） －

＊経営健全化基準 20.0 20.0 20.0

1,342,408

425,014

756

5,889

323,343

75,523

830,525

56,547

15,274

293,490

14,713

1,245,204

391,425

612

5,883

309,658

74,434

782,012

42,940

42,291

294,215

28,989

97,204

33,589

144

6

13,685

1,089

48,513

13,607

△27,017

△725

△14,276

（注）
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10
月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
「
幼
児
教
育
・
保

育
の
無
償
化
」
に
加
え
、
次
の
助
成
を
実
施
し

て
い
ま
す
。

①
保
育
料
・
食
材
料
費
助
成

　
第
２
子
以
降
の
保
育
料
・
食
材
料
費
を
助
成

し
ま
す
。

※

第
２
子
に
つ
い
て
は
所
得
制
限
あ
り

対
象
施
設
　
保
育
所
、
幼
稚
園
、
認
定
こ
ど
も

園
、
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
等
、
認
可
外

保
育
施
設
等

※

助
成
内
容
は
対
象
施
設
ご
と
に
異
な
り
ま
す
。

②
育
成
支
援
助
成

　
小
学
生
以
下
の
児
童
を
３
人
以
上
養
育
し
て

い
る
方
を
対
象
に
、
対
象
事
業
を
利
用
し
た
場

合
に
要
す
る
費
用
を
助
成
し
ま
す
。

※

小
学
校
入
学
前
の
児
童
に
係
る
費
用
の
み
が

対
象

対
象
事
業
　
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン

タ
ー
事
業
、
病
児
保
育
事
業
、
一
時
預
か
り

事
業
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業

※

詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
　
福
祉
課
　
℡
22 

ー 

３
５
２
４

　
毎
日
し
て
い
る
だ
っ
こ
。
ち
ょ
っ
と
し
た
体
の

使
い
方
で
こ
ん
な
に
変
わ
る
。
マ
マ

と
赤
ち
ゃ
ん
が
笑
顔
に
な
る
、
そ

ん
な
時
間
を
体
験
し
ま
せ
ん
か
？ 

日
時
　
２
月
12
日
（
水
）
10
時
〜
12
時

場
所
　
保
健
セ
ン
タ
ー

対
象
　
生
後
10
か
月
ま
で
の
赤
ち
ゃ
ん
と
そ
の

お
母
さ
ん
（
有
田
市
民
に
限
る
）

定
員
　
20
組
（
定
員
を
超
え
た
場
合
は
抽
選
）

講
師
　
ち
ひ
ろ
助
産
院
　
大
平 

昌
子 

先
生

持
ち
物
　
バ
ス
タ
オ
ル
１
枚
、
タ
オ
ル
１
枚
、

飲
み
物
、
保
険
代
50
円
、
運
動
で
き
る
服
装

申
込
期
間
　
１
月
８
日（
水
）〜
２
月
３
日（
月
）

　
　
　
　
保
健
セ
ン
タ
ー
　
℡
82 

ー 

３
２
２
３

■
特
定
健
診

対
象
者
　
今
年
度
40
〜
74
歳
の
有
田
市
国
保
加

入
者

項
目
　
問
診
・
診
察
・
身
体
測
定
・
血
圧
測
定
・

尿
検
査
・
心
電
図
・
血
液
検
査

■
が
ん
検
診

対
象
者
　
今
年
度
に
40
歳
以
上
に
な
る
有
田
市
民

※

受
診
で
き
る
検
診
は
、
が
ん
検
診
受
診
券
に

記
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ご
確
認
の
う
え
お

申
込
み
く
だ
さ
い
。

検
診
種
別
　
胃
が
ん
・
大
腸
が
ん
・
肺
が
ん
・

　
乳
が
ん
・
肝
炎
ウ
イ
ル
ス

　
　
健
康
課
　
℡
22 

ー 

３
５
１
２

　
　
保
健
セ
ン
タ
ー
　
℡
82 

ー 

３
２
２
３

　
健
康
診
査
は
２
月
末
日
ま
で
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　
受
診
券
を
お
持
ち
の
方
で
、
ま
だ
健
康
診
査

を
受
け
て
い
な
い
方
は
、
こ
の
機
会
に
ぜ
ひ
ご

自
身
の
健
康
状
態
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
し
ょ
う
。

■
健
康
診
査

対
象
者
　
75
歳
以
上
の
方
、
65
歳
以
上
75
歳
未

満
で
一
定
の
障
害
が
あ
り
、
広
域
連
合
の
認

定
を
受
け
ら
れ
た
方

検
査
項
目
　
問
診
、
計
測
、
診
察
、
脂
質
、
肝

機
能
、
尿
、
腎
機
能
、
代
謝
系

実
施
場
所
　
受
診
券
と
同
封
し
て
い
る
実
施
医

療
機
関
一
覧
に
記
載
さ
れ
て
い
る
医
療
機
関

費
用
　
無
料

■
歯
科
健
康
診
査
（
対
象
の
方
に
は
５
月
末
に

受
診
券
等
を
発
送
し
て
い
ま
す
。）

対
象
者
　
平
成
31
年
３
月
末
で
75
歳
、
80
歳
、

85
歳
の
方
と
90
歳
以
上
の
方

検
査
項
目
　
問
診
、
口
腔
内
検
査
、
口
腔
機
能

検
査

実
施
場
所
　
受
診
券
と
同
封
し
て
い
る
実
施
医

療
機
関
一
覧
に
記
載
さ
れ
て
い
る
医
療
機
関

費
用
　
無
料

※

受
診
券
等
の
紛
失
や
ご
不
明
な
点
が
あ
れ
ば
、

左
記
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
　
和
歌
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
　

℡
０
７
３ 
ー 
４
２
８ 

ー 

６
６
８
８

　　
平
成
31
年
・
令
和
元
年
中
に
家
屋
の
取
り
壊

し
を
行
っ
た
方
は
、
令
和
２
年
度
か
ら
の
固
定

資
産
税
が
か
か
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
１

月
31
日
（
金
）
ま
で
に
そ
の
旨
の
連
絡
を
お
願

い
し
ま
す
。

　
　
税
務
課
　
℡
22 

ー 

３
５
８
２

　
商
品
券
の
販
売
期
限
が
近
づ
い
て
き
て
い
ま

す
。
購
入
を
ご
希
望
の
方
は
、
必
ず
期
間
内
の

購
入
を
お
願
い
し
ま
す
。
ま
た
、
既
に
商
品
券

を
購
入
さ
れ
た
方
は
、
利
用
期
限
に
注
意
し
て

ご
利
用
く
だ
さ
い
。

販
売
期
間
　
２
月
28
日
（
金
）
ま
で

販
売
場
所
　
市
役
所
３
階
　
産
業
振
興
課

利
用
期
限
　
３
月
15
日
（
日
）
ま
で

　
　
産
業
振
興
課
　
℡
22 

ー 

３
６
２
４

マ
マ
と
赤
ち
ゃ
ん
が
笑
顔
に
な
る
講
座

　
　
　
　
　 

〜
体
の
基
本
は
骨
盤
か
ら
〜

健
診
を
受
け
て

　
　
　 

１
年
を
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
ょ
う
！

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
の
皆
様
へ

　
　
　 

健
康
診
査
は
受
け
ら
れ
ま
し
た
か

問

問

有
田
市
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券

　
　
　
　 

購
入
引
換
券
を
お
持
ち
の
方
へ

家
屋
の
取
り
壊
し
を
し
た
方
へ

問 問問

お
し
ら
せ

Arida Information
～有田市からのおしらせ～

人口・世帯数
【令和元年12月 1日現在】

人口　27,760人（前月比-27人）
男　13,203人　女　14,557人
世帯数　11,748戸

紀
州
っ
子
い
っ
ぱ
い
サ
ポ
ー
ト
事
業

令
和
元
年
度

　
市
県
民
税
（
第
４
期
）

　
国
民
健
康
保
険
税
（
第
７
期
）

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
（
第
７
期
）

　
介
護
保
険
料
（
第
７
期
）

　
　
　
納
期
限
は
１
月
31
日
（
金
）
で
す
。

実施日 健診場所 申込締切日

ＪＡありだ
宮原支所

１月19日（日） １月８日（水）保健センター

２月２日（日） １月22日（水）保健センター

１月30日（木） １月16日（木）

受付時間　８時～９時
※すべて無料です。
※事前に予約が必要です。
　お電話にてお申込み
　ください。

ひ
ら

し
ょ
う
こ

お
お

申
・
問


